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熊本県における労働災害の推移（休業４日以上）
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 死亡災害は建設業で２名、道路貨物運送業で２名、製造業で１名、その他で１名が亡く
なった

 60歳以上の割合は年々増加している

 業種別にみると、多い順に社会福祉施設が241人、小売業（233人）、道路貨物運送業
（173人）、食料品製造業（151人）である

 増加数が最も大きいのが、社会福祉施設、次点で医療保健業、旅館業、減少数が大きい
のが建築工事業、清掃と畜業、道路貨物業である

 事故の型別で多いのは転倒、動作の反動、無理な動作（腰痛）、墜落転落、挟まれ巻き
込まれである

熊本県における労働災害発生状況の傾向
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熊本県における労働災害の推移（休業４日以上）

発令期間は終了したが、災害発生数は増加傾向であるため、注意が必要である。
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熊本県における労働災害発生状況の傾向

土木工事業における事故の型別労働災害発生状況
（事故の型別とは、どういう災害だったかを21項目に分類したもの）

・激突され（25.7%）、墜落・転落（18.9%）、
はさまれ・巻き込まれ（16.2%）の順で多い
・激突され

・重機作業半径内の立入禁止
・重機走行経路と安全通路の分離

の徹底が重要
・墜落・転落

・適切な昇降設備、手すりの設置
・適切な要求性能墜落制止用器具の使用

の徹底が重要
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熊本県における労働災害発生状況の傾向

土木工事業における事故の起因物別労働災害発生状況
（事故の起因物とは、災害をもたらすもととなったもの）

・動力機械（31.1%）、運搬機械・クレーン
（21.6%）、仮設・建築物（13.5%）の順で多い
・重機やクレーンが起因する災害が半分以上を占
めているため、作業半径への立入禁止やリスクア
セスメントの徹底が必要
・仮設・建築物は足場等であるため、作業者が常
に墜落する可能性がないような作業環境の保持が
必要
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熱中症の災害発生状況

 近年は年間約30名の労働者の方が亡くなっている

 建設業、製造業で多く発生しているが、その他の業種でも死亡災害は発生
している

 死亡災害は７月、８月に集中している

 時間帯は一番暑くなる午後に限らずすべての時間帯において死亡災害が発
生している

 50歳以上が死亡災害の６～７割を占めているが、比較的若い層でも死亡災
害が発生している。

熱中症死亡災害の９割以上が初期症状の放置・対応の遅れ
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熱中症対策

とにかく

早く見つけて
早く判断して
早く対処する
ことが重要

今回の法改正は「体制整備」「手順作成」「関係者への周知」を事業者に義
務付けたもの
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熱中症対策（今回の改正について）

対象となるのは

1. 「熱中症の自覚症状がある作業者」や「熱中症のおそれのある作業者を見
つけた者」がその旨を報告するための体制整備及び関係労働者への周知

2. 熱中症のおそれのある労働者を把握した場合に迅速かつ的確な判断が可能
となるよう、

①事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等

②作業離脱、身体冷却、医療機関への搬送等熱中症による重篤化を防止

するために必要な措置の実施手順の作成及び関係作業者への周知

が義務付けられる

「WBGT28度以上又は気温31度以上の環境下で連続１時間以上又は１日４時
間を超えて実施が見込まれる作業
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熱中症対策（今回の改正について）

周知の具体例
 緊急時の対応をフローチャート化したも
のを事務所や作業場の誰でも見ることの
できる箇所に掲示

 朝礼や打ち合わせ、会議等において連絡
体制や緊急時の役割分担の周知を行う



• ご清聴ありがとうございました


